
★令和6年度 長崎県産業支援制度 一覧（事業の説明動画や各事業の詳細は、県ホームページ内のリンクをクリックしてください）

目的 事業名 概要 対象者・対象経費、補助率・補助上限等 お問い合わせ先

経営基盤強化 長崎県工業用LPガス補助金
製造業者が使用する工業用LPガ

ス購入量の一部を補助

【補助額】

　工業用LPガス量購入量1kgあたり8円を乗じた額（令和6年5月分については4円を乗じた額）

【補助対象者】

　製造業を営む、工業用ＬＰガスを使用している県内事業所

【補助対象経費】

　令和6年1月～5月までの工業用LPガス購入量

長崎県　産業政策課

095-895-2614

新分野進出・

事業拡大
ナガサキ地域未来投資ファンド事業

製造業・情報通信業の分野で事

業拡大・創業等を行う方への支

援

【補助額】

　100万円～500万円

【補助対象者】

　製造業・情報通信業を営む県内中小企業者等

【補助対象経費】

　設備投資費、研究開発費、販路開拓費、技術調査費等

公益財団法人 長崎県産業振興財

団

研究開発支援室

TEL：0957-52-1138

新分野進出・

事業拡大
地場企業工場等立地促進補助金

事業拡大に伴う工場等の新増設

などの設備投資の支援

【概要】

　新規雇用を伴う工場等の新増設に対して助成（限度額30億円）

【補助対象者】

　製造業、ソフトウェア業等を営む県内中小企業（大企業も可）

【補助対象経費】

　建物費、設備投資費等

長崎県　企業振興課

095-895-2634

新分野進出・

事業拡大

Ｇｒｅｅｎ Ｔｏｐ Ｎａｇａｓａｋｉ

企業成長促進事業

脱炭素化やグリーン成長分野へ

の進出や事業拡大、グリーン関

連技術を活用した新事業展開へ

の支援

【補助額】

　①5,000万円（1グループ、2年間）　②100万円

【補助対象者】

　①グリーン成長分野への進出や事業拡大を図る３者以上の県内製造業企業等で

　　構成するグループ

　②グリーン関連技術を活用して新事業展開に取り組む県内中小製造業企業

【補助対象経費】

　設備投資費、研究開発費、人材育成費等

長崎県　企業振興課

095-895-2634

新分野進出・

事業拡大
長崎フード・バリューアップ事業

食料品製造業の販路を見据えた

取組への支援

【補助額】

　50万円～200万円

【補助対象者】

　県内に生産拠点を有する食料品製造業者等（概ね売上高5,000万円以上）

【補助対象経費】

　商品開発経費、販路開拓費、設備導入費等

長崎県　企業振興課

095-895-2637



経営基盤強化
長崎県製造業物価高騰対策支援事業費補助

金（物価高騰対策タイプ）

製造業者による生産性向上のた

めの研究開発・設備投資などへ

の支援

【補助額】

　30万円～100万円

【補助対象者】

　中小製造業者

【補助対象経費】

　設備投資費、研究開発費、販路開拓費等

長崎県　企業振興課

095-895-2634

販路拡大 長崎県農商工連携ファンド事業
農林漁業者と連携して行う新商

品の開発や販路開拓への支援

【補助上限額】

　300万円

【補助対象者】

　県内の中小製造業者と農林漁業者との連携体など

【補助対象経費】

　研究開発費、設備投資費、販路開拓費等

長崎県商工会連合会　企業支援課

095-824-5413

新分野進出・

事業拡大
売れる！デザイン競争力強化事業

県内事業者のデザイン力向上と

売上拡大への支援

【概要】

　県内事業者の優れたデザインの商品を選定・表彰し、県内事業者のデザイン力

　向上及び売上拡大を図ります

長崎県　企業振興課

095-895-2637

新分野進出・

事業拡大

長崎県ビジネス支援プラザ（創業者育

成施設）

創業者向けの、安価で、仲間と

交流できる施設

【概要】

　県内で創業予定の方や創業して間もない方（５年以内）を対象にした

　インキュベーション（創業者育成）施設です。企業や基盤強化に向けた

　伴走支援や各産業支援機関との連携やビジネスマッチング等も実施

長崎県　新産業推進課

095-895-2526

新分野進出・

事業拡大
佐世保情報産業プラザ運営事業

情報産業分野での事業拡大、創

業者向けの施設

【概要】

　IT・情報関連の産業・ビジネスをサポート・活性化させるため、起業間もない

　企業のための貸事務所や伴走支援、知識向上のためのセミナー開催などを実施

佐世保情報産業プラザ管理事務所

0956-20-5051

新分野進出・

事業拡大
長崎県東京産業支援センター

首都圏で販路開拓や情報収集の

事業活動をするための施設

【概要】

　県内中小企業の首都圏での販路開拓や情報収集等の事業活動の場として設置

　している、県内中小企業を対象とした施設

長崎県　新産業推進課

095-895-2526

新分野進出・

事業拡大

ながさき出島インキュベータ

(Ｄ－ＦＬＡＧ）

産学官連携による新事業創出・

事業拡大の施設・支援

【概要】

　大学等による技術的支援や入居賃料補助、中小企機構による支援、施設に常駐

　するインキュベーションマネージャーによる経営等支援など幅広い支援を実施

長崎県　新産業推進課

095-895-2526

新分野進出・

事業拡大

スタートアップ交流拠点

ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ

スタートアップを目指す方、多

様な人材と繋がりたい方のため

の施設・支援

【概要】

　成長が見込まれるスタートアップ企業やスタートアップを目指す方、企業、

　大学、金融機関など様々な人材が、アイデアや技術を高め合うことで、

　新たなサービスを形にするための交流拠点。無料相談会なども実施。

長崎県　新産業推進課

095-895-2526



生産性向上 デジタル化支援人材育成講座

デジタル化のコンサルティング

スキル（ITコーディネーター）

を学ぶことができる講座

【事業概要】

　県内企業の人手不足対策に向けたデジタル化を支援する体制を強化するため、

　支援事業者が企業の経営状況に合わせたデジタル化のコンサルティングスキル

　を学ぶことができる講座を開催

【講座の対象者】

　県内企業のデジタル化コンサルティングに関心のあるITベンダーや会計士や

　中小企業診断士等

長崎県　新産業推進課

095-895-2525

生産性向上 デジタル向上支援事業費補助金
企業内でデジタルツールを活用

できる人材育成等への支援

【補助額】

　10万円～100万円

【補助対象者】

　県内中小企業（みなし大企業を除く）

　※「パートナーシップ構築宣言」又は「Nぴか」認証取得（予定含む）が要件

【補助対象経費】

　①人材育成に係る経費 （IT・デジタル活用に必要なスキルの習得）

　②講座受講に併せてIT機器又はデジタルツール等を導入するための経費

長崎県　新産業推進課

095-895-2529

融資制度 ミライ企業Nagasaki
スタートアップの事業拡大にお

ける資金調達等の支援

【事業概要】

　スタートアップの成長に必要な資金調達や、県内における起業の機運の

　醸成を図るためのイベント「ミライ企業Nagasaki」を開催

　①募集対象

　（1）スタートアップ部門

　　　目的：投資家とスタートアップのマッチングによる

　　　　　　資金調達支援

　　　対象：県内に拠点があるスタートアップ

　（2）チャレンジ部門

　　　目的：起業する方や新たに事業展開を考えている方の

　　　　　　ビジネスアイデア構築支援

　　　対象：事業開始前のビジネスアイデアを有する者

長崎県　新産業推進課

095-895-2526

経営基盤強化
上場チャレンジステップアップ

プロジェクト事業

上場を目指す企業へのノウハウ

としての支援

【事業概要】

　上場企業の早期輩出等を図り、若者の雇用の場の創出等の経済活性化に

　つなげるため、経営管理のあり方など必要なノウハウを学びあう場の提供や

　専門家による集中指導等を実施

【対象者】

　上場を目指す県内企業等

【講座内容】

　①上場に向けた年間6回程度の勉強会

　　・7月～12月の開催期間を予定

　　・最低2時間程度、参加企業数10社程度　※6月に参加企業の応募予定。

　②経営基盤強化等を図るための集中指導の実施

　　・①における勉強会に参加した企業のうち、特に上場の可能性の高い

　　　３社を選抜し、上場に向けた集中指導を実施

長崎県　新産業推進課

095-895-2526



販路拡大 海洋エネルギー関連産業進出促進事業

海洋エネルギー関連の受注獲得

や販路拡大を目指す研究開発や

設備投資等への支援

【補助額】

　2年間で2,000万円（1グループ）

【補助対象者】

　県内に本社又は事業拠点を有する企業３社以上により構成される任意の

　グループ

【補助対象経費】

　研究開発費、設備投資費、人材育成費、販路開拓費等

長崎県　新エネルギー推進室

095-895-2695

経営基盤強化 事業変革サポート事業

物価高騰等の経営環境の変化に

対応するため事業再構築等を図

る方への支援

【事業概要】

　適切な支援制度の活用提案や各種補助金等の申請支援を行うとともに、

　価格転嫁に関する相談対応を実施。

【対象者】

　県内中小企業者及び個人事業主

【相談料】

　無料

【対応する専門家】

　長崎県中小企業診断士協会所属の中小企業診断士

長崎県　経営支援課

095-895-2651

販路拡大

海外ビジネス展開促進事業

（東南アジアビジネスサポートデスク

／長崎県上海事務所）

企業価値の向上に努める県内企

業の海外ビジネス支援の取組へ

の支援

【事業概要】

　東南アジアや中国等への事業展開を通して外需の獲得を目指す県内企業等を

　国内・外で支援。

　①東南アジアビジネスサポートデスク

　県内企業等が現地（東南アジア地域）でのビジネス展開を円滑に進められる

　よう、法令・制度等の調査や商談先の紹介、現地政府機関等との調整から通訳

　に関する支援など、多方面にわたりサポートを実施。

　②長崎県上海事務所

　現地政府要人等との人脈の活用、現地ビジネスに精通したスタッフの配置、

　民間コンサルタント会社等の活用などにより、県内事業者の中国での事業

　展開を幅広く支援

長崎県　経営支援課

095-895-2651

新分野進出・

事業拡大・

事業規模拡大

アトツギ早期承継促進事業

新たな挑戦をする若手後継（候

補）者へ、既存の経営資源も活

かした伴走支援

【事業概要】

　事業承継を契機として、家業で培われてきたヒト・モノ・カネを活用して新規事業展開や業態

転換など新たな領域へ踏み出そうとする意欲あるアトツギに対して、事業アイデア具体化やアト

ツギコミュニティ構築等の支援を実施。

【事業内容】

・アトツギ候補を対象としたセミナーの開催

・アトツギを対象としたワークショップ等支援プログラムの実施

長崎県　経営支援課

095-895-2651



販路拡大
商店街等を核とする地域のにぎわい創

出支援事業

商店街等の地域のにぎわいを創

出する取組等への支援

【事業概要】

　商店街が、「商店街活性化プラン」に基づき「地域のにぎわい創出」を図る

　取組や、商店街以外のエリアにおける「新たなにぎわい創出」に向けた取組

　に対して、市町と連携して支援。

【支援スキーム】

　地元市町を通じた間接補助金（県→市町→事業主体）

【事業主体】

　商店街振興組合、事業協同組合、商店街組織、商工会、商工会議所等

【補助上限】

　400千円～5,000千円

長崎県　経営支援課

095-895-2650

経営基盤強化 事業継続計画（ＢＣＰ）

災害発生時の被害を最小化し、

事業の継続あるいは早期復旧を

図るための計画作成支援

【制度概要】

　企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、

　事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期

　復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続

　のための方法、手段などを取り決めておく計画（国が認定）

【県の取組】

　初めてＢＣＰを策定する県内中小企業者等の皆様が取り組みやすいよう、

　最低限決めておくべき項目に絞り込んだ「長崎県版簡易ＢＣＰ策定シート」

　を県HPで公開し、計画策定を支援。

長崎県　経営支援課

095-895-2650

人材育成・

確保
高校生・大学生の県内就職促進

新卒の高校生や大学生の県内就

職の促進と企業の人材確保を支

援するため、企業情報や求人情

報の発信を支援

【取組内容】

　＜高校生向け＞

　広域合同企業説明会、高校２年生職場見学会（各高校で主催）

　＜大学生向け＞

　オンライン企業説明会、インターンシップの実施、長期有償型インターン

　シップ導入支援、ＵＩＪターン就活旅費助成金等

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2731

人材育成・

確保

県内就職応援サイト「Ｎなび」・

就活と進学の情報誌「ＮＲ」

ながさき県内就職応援サイトに

よる企業情報や求人情報の発信

を支援

【概要】

　＜Nなび＞

　県内就職希望者に対し県内企業の企業・求人情報を集約・発信。

　→企業情報・求人情報・就職関連情報の発信、求職者へのスカウトメール機能

　＜NR＞

　就活と進学の情報誌（発行元：長崎新聞社）

　→テーマ毎の県内企業取材、県内企業に勤める社員のインタビュー記事掲載

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2732

人材育成・

確保
産業人材育成奨学金返済アシスト事業

県内に就職した若者への奨学金

返済を支援

【概要】

　県内に就職した若者への奨学金返済を支援

【取組内容】

　大学等在籍中に受給した対象奨学金の返済額の１／２以内・限度額150万円

　大学（大学院）、短大、専門学校等卒業後、対象業種の県内事業所に就業かつ

　県内に居住し、３年経過した場合に支援額の１／２を、６年経過した場合に

　残りの１／２を支給

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2731



人材育成・

確保
採用力向上支援事業

人材の確保に課題を抱える県内

企業に対し、採用力の向上に向

けた伴走型支援

【概要】

　採用力（企業の魅力と伝える力）の向上に向けた伴走型支援

【対象】

　県内事業所で正規従業員の求人を行う中小企業等

【支援内容】

　県の採用力向上支援員によるヒアリング・改善提案、若手社員の定着・育成

　アドバイザー派遣

【支援費用】

　無料（若手社員の定着・育成アドバイザーとの契約や費用は企業負担）

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2731

人材育成・

確保

長崎県プロフェッショナル人材

戦略拠点事業

デジタル人材を中心としたプロ

フェッショナル人材の県外から

の採用を支援

【概要】

〇プロフェッショナル人材の活用にかかる経営者向けセミナーの開催

○副業・兼業人材の活用にかかるマッチングイベントの開催

【対象】

県内中小事業者等

【拠点の概要】

所 在 地：大村市池田２丁目１３０３－８

　　　　（公財）長崎県産業振興財団　大村事業所内

名　  称：長崎県プロフェッショナル人材戦略拠点

　　　　  連 絡 先　TEL：0957-53-8920

　　　　　　　　　（平日9:00～17:00）

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2731

人材育成・

確保

中途採用向け求人情報サイト「ジョブ

なび長崎」

（中途）求人情報を県内外の求

職者へ効果的に発信し、企業

ニーズにあった人材確保を支援

【概要】

県内の求人企業と県内外の求職者の双方が必要とする情報を効果的に発信・取得できるポータル

サイト

【サイトの特徴】

〇Indeedをはじめとした主要求人検索エンジンに自動連携

〇「求職者へのスカウトメール」や「求職者から求人企業へのメッセージ送信」などの機能が充

実

〇若手社員の定着・育成を目的とした社内研修に活用できる動画を掲載（予定）

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2732

人材育成・

確保

長崎で活躍！成長分野の人材育成と雇

用創造プロジェクト事業

成長分野（半導体、情報分野）

等の人材確保を支援

【概要】

◆体験型正規就労促進事業

◆IT人材育成確保事業

◆オンラインUIJターン就職フェア

◆動画配信型学習サービス提供事業

【対象】

県内の半導体関連、情報関連企業等

長崎県　未来人材課

095ｰ895-2731



人材育成・

確保
子育てしやすい職場環境整備支援事業

雇用環境の改善に取り組む県内

企業を支援

【概要】

男性の育児休業の取得促進をはじめとした雇用環境の改善に取り組む県内企業を支援

【対象】

男性従業員の育児休業を取得させるうえで課題を抱える等、雇用環境の改善に取り組みたい県内

企業

【支援内容】

〇経営者向けセミナーへの講師、育児休業取得促進アドバイザー派遣

〇Ｎぴか認証取得促進

→職場環境改善に積極的に取り組み、一定の基準を満たす企業を県が優良企業として認証する制

度

長崎県　雇用労働政策課

095ｰ895-2714

人材育成・

確保

地域産業雇用創出チャレンジ支援事業

補助金

東京圏からの移住を促進すると

ともに、地域の雇用創出につな

がる創業や事業拡充を支援

【概要】

　都市部から本県への移住を促進するとともに、地域の雇用創出につながる創業

　や事業拡充にチャレンジする事業者を支援

【補助額】

　100万円～400万円（複数タイプあり）

長崎県　地域づくり推進課

095ｰ895-2242

人材育成・

確保
ながさき移住サポートセンター

県外在住で長崎県での転職を希

望されている方に求人情報の紹

介

【概要】

県内企業から預かった求人案件を、主に県外在住で長崎県での転職を希望されている方に紹介

【支援対象者】

全業種全職種

【センターの特徴】

〇専任の担当者による質の高いマッチング

〇潜在求人、非公開求人のニーズにも対応可能

長崎県　地域づくり推進課

095ｰ895-2242

人材育成・

確保

特定地域づくり事業推進法の概要につ

いて

人口減少が進む地域における安

定した事業運営をするための労

働力を確保対する取り組みを支

援

【概要】

　人口急減地域において「特定地域づくり事業協同組合」が、地域内の事業者]

　（組合員）の仕事を複数組み合わせて通年の仕事を創り出すとともに、移住

　希望者や地域の若者などを雇用して、繁忙期など事業者（組合員）の労働需要

　に応じて派遣する仕組となっており、地域の担い手確保を支援

【補助対象者】

　マルチワーカー（労働需要等に応じて複数の事業者の事業に従事）の 派遣等

地域振興部地域づくり推進課

095-895-2245

新分野進出・

事業拡大
有人国境離島法における支援

特定有人国境離島地域における

雇用増を伴う創業・事業拡大の

取組を支援

【補助額】

　450万円～1,200万円（※複数タイプあり）

【補助対象者】

　特定有人国境離島地域（対馬、壱岐島、五島列島）において、雇用増を伴う創

　業または事業拡大を行う方

【補助対象経費】

　設備投資費、改修費、広告費等

地域振興部　地域づくり推進課

095-895-2247



人材育成・

確保
漁業と漁村を支える人づくり事業

漁業への新規参入に際し、就業

相談、就業に向けた支援、離職

防止支援

【概要】

　本県漁業の魅力を発信し、漁業への就業を考えている方やＩＪＵターンしての

　就業希望者などへの就業相談から技術習得、就業・独立、定着・安定まで、

　スムーズで切れ目のない支援を行うとともに、生活の場として定住し、暮らし

　続けることができる漁村づくりを推進

【補助対象者】

・本県漁業の魅力を発信し、漁業への就業を考えている方

・ＩＪＵターンしての就業希望者

【補助対象経費】

１．漁業就業に関する情報発信、就業相談

２．小中高校生などへの漁業体験・研修

３．新規漁業就業希望者に対する漁業技術習得研修

４．新規漁業就業者などに対する定着支援　等

水産部 水産経営課

095-895-2832

商品開発・

研究開発

総合水産試験場水産加工開発指導セン

ター

オープンラボを使った試作品づくり指

導

新事業・新分野への進出や新製

品の開発を支援

【補助額】

・開放実験室（オープンラボ）の提供と技術指導等

【補助対象者】

・水産加工業者

【補助対象経費】

・オープンラボを使って水産加工業者自らが行う試作や改良に対する技術指導

　および助言。

総合水産試験場 水産加工開発指

導センター

095-850-6314

商品開発・

研究開発

「農」ビジネスモデルブラッシュアッ

プ支援事業

農業者と商工業者が連携して取

り組む商品開発やメニューの開

発、改良等を支援

【補助額】

・補助金額上限：１,０００千円（補助率：３分の２以内）

【補助対象者】

・農業者と商工業者等で組織する連携体

※農食連携ネットワークの会員に限る

【補助対象経費】

・県産農産物の魅力を活かした農ビジネスアイデアのブラッシュアップ（付加

　価値をつける商品開発やメニュー開発、改良等）に要する経費（補助事業に

　必要となる、謝金、旅費、外注費、使用料及び賃借料等）

農林部　農産加工流通課

095-895-2996

人材育成・

確保

企業の結婚、子育て等支援①

ながさきで家族になろう事業

結婚を希望する独身の方の婚活

を支援します。

【概要】

　結婚を希望する従業員の方に向けて、独身者やご親族からのご相談を幅広く

　お受けすると共にお見合いなど市町や経済団体等と連携して婚活支援を実施

【補助対象者】

　結婚を希望する独身の方

こども政策局　未来課

095-895-2683



人材育成・

確保

企業の結婚、子育て等支援②

（ココロねっこ運動、ながさき子育て

応援の店）

人材の確保やCSR活動のための

子育て応援の取組を支援

【概要】

　安心して子どもを生み育てることのできる社会の実現を目指し、子どもが

　夢と希望を持って健やかに成長できる環境を県民総ぐるみでつくるため､

　事業主の皆様の子育て応援の取組を支援

【補助対象者】

　県内事業者

こども政策局　こども未来課

095-895-2685

人材育成・

確保
不妊治療費助成事業　他 出産を希望する方を支援

【補助額】

　１回の治療周期でかかった先進医療による不妊治療費用の７割（上限５万円）

　性と健康の相談センター（県内８保健所）、長崎市こども健康課、

　佐世保市子ども保健課、LINE相談など

【補助対象者】

　不妊に悩む夫婦（妻の年齢は４３歳未満）及び事業者

【補助対象経費】

　不妊治療費助成等

こども政策局　こども家庭課

095-895-2443

人材育成・

確保
「健康経営」宣言事業

会社が従業員の健康づくりに積

極的に取り組む「健康経営」を

支援

【概要】

　健康経営に取り組む優良な企業として公表することで健康経営認定を実施し、

　建設工事入札における加点や県ＨＰでの周知などインセンティブを与える

【補助対象者】

・「健康経営」宣言事業…全国健康保険協会長崎支部に加入の事業所

・健康経営推進事業所認定制度…個人事業主（国保等）、 健康保険組合加入事

　業所、全国企業の長崎支店等

福祉保健部国保･健康増進課健

095-895-2495

人材育成・

確保

労働委員会による労使紛争あっせん制

度

労使間のトラブル解決をお手伝

い

【概要】

・労働者と使用者との間の労働問題のトラブルを解決するため、労働組合法に

　基づいて各県に設けられている専門的な行政機関で、当事者間で話し合いを

　行い、自主的に解決することが困難な場合、公平な第三者である労働委員会

　が仲立ち（あっせん）をし、解決のための支援。

【補助対象者】

・民間企業の労働者と使用者

長崎県労働委員会事務局

095-822-2398


